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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2023年６月28日に提出した第70期（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に

訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

２　サステナビリティに関する考え方及び取組

(2）重要なサステナビリティ項目

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

(2）重要なサステナビリティ項目

　　（訂正前）

　人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針について、次の指標を用いて

おります。当該指標に関する目標および実績は、次の通りです。

指標 目標
実績（当連結会計年度）

（注２）

管理職に占める女性労働者の割合 － 3.2％

男性労働者の育児休業取得率 － 66.7％

労働者の男女の賃金の差異 － 62.6％

次世代幹部育成研修（注１） 毎年３名以上受講 ６名(うち女性１名)

（省略）

 

　　（訂正後）

　当社を取り巻く環境は、産業や経済のグローバリゼーションの進展により競争がますます激しくなり、競争相手

は国内企業だけではなく新興国も交えたグローバルな競争となっております。また、少子化・高齢化が進展して

様々な分野での内需が減少し続け、企業存続のためには新たな需要の創造・開拓がより重要な課題となっておりま

す。このような厳しい事業環境に打ち勝っていくためには人材の育成、活用が急務であり、社員のモチベーション

を高め、組織としての力、企業としての力を強化していくことが不可欠との認識から「新役割主義人事制度」を制

定しております。

 

〇「新役割主義人事制度」導入目的

①　今後の事業環境に対応できる人材育成に資する制度の構築

・事業の競争力の強化

・新規事業展開

・グローバル化への対応

②　公正で納得感のある仕組みづくり

・よりチャレンジを促進する仕組み

・努力や結果を公正に評価する仕組み

・賞与、昇給、昇格等の処遇に適切に反映する仕組み

 

〇「新役割主義人事制度」における、人材育成面での施策

　①の今後の事業環境に対応できる人材育成の観点では、資格等級の定義において、部課長職（管理職）の担当

業務として管理業務に加え、「計画的に人材育成を行う」「後進を指導育成する」ことを明確化しております。

また一般社員層（係長・リーダークラス）においても、「部下・後輩の指導育成を行う」「下位等級者のレベル

アップを支援する」ことを担当業務・期待レベルとして定義づけております。

　②の公正で納得感のある仕組みづくりの中では、評価の基本として「役割遂行度」「目標達成度」「業務貢献

度」の３つの項目を設け、そのうち目標達成度において「チャレンジ性」、役割遂行度において「積極的な行

動」を評価項目に加えることで、人材の成長を促す評価制度としております。
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　以上の制度に従った、各社員の昇格・登用や、半期ごとの目標達成度評価などを通じて、人材の育成を図るこ

ととしております。なお、当社では競争力強化や評価の公正性の確保に関する実務運用を優先し、人材の多様性

の確保を含む人材育成方針に関しては、未だ社内での議論が継続中であり、方針制定までは至っておりません。

 

　社内環境整備の面では、2023年３月期の人事部方針の中で、人材育成に関するものとして以下のような施策を

行うこととしております。

１．経済的側面として

採用や教育への人的投資を行うこと

２．心理的側面として

働き方改革、女性活躍を推進すること

３．職務的側面として

教育体系の充実、ダイバーシティ、全社員活躍の推進

 

　これらの施策に関連する指標としては次の通りです。なお、次世代管理職育成研修以外の項目の目標値に関し

ては、理論的かつ現実的な目標値の検討に時間を要しており、設定できておりません。人的資本に関する戦略、

人材の多様性の確保を含む人材の育成、その環境整備に関する方針に関し、どのような指標を採用するか、その

数値の設定も含めて、引き続き検討作業を進めてまいります。

 

施策 指標 目標
実績（当連結会計年度）

（注２）

働き方改革 男性労働者の育児休業者の取得率 － 66.7％

女性の活躍

全社員活躍の推進

ダイバーシティ

管理職に占める女性労働者の割合 － 3.2％

労働者の男女の賃金の差異 － 62.6％

人的投資

教育体系の充実

次世代幹部育成研修受講者

（注１）
毎年３名以上受講 ６名(うち女性１名)

（省略）
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